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研究成果の概要（和文）：政府が危機に直面した際の帰責処理を研究する場合，個人あるいは代表者としての責
任を追及する「更迭」と，組織としての責任を追及する「組織再編」は機能的にも同時に分析するべき課題であ
る。そこで本研究は，事例データの収集，個別領域の探索，オーラル・ヒストリーとの接合により，更迭と組織
再編のダイナミクスを分析した。
その結果，幹部官僚の更迭は，1990年代以降民主党政権期までは増加傾向で，官邸や大臣との確執による関係要
因が約半数を占めたのに対して，第2次安倍内閣以降では全般的に減少した中で，特に関係要因による更迭が大
幅に減少したことが明らかとなった。個別政策領域でも人的ネットワークの継続性が見られた。

研究成果の概要（英文）：When studying the blame attribution process when a government faces a 
crisis, it is necessary to analyze both remove, which pursues responsibility as an individual or 
representative, and reorganization, which pursues responsibility as an organization.
Therefore, this study analyzed the dynamics of remove and reorganization by collecting case data, 
exploring some policy , and combining them with oral history.
The results show that the number of ouster of senior bureaucrats has been on the increase since the 
1990s until the Democratic Party of Japan (DPJ) administration. During that period, about half of 
the cases were related to conflicts with principals. In contrast, while there was a general decline 
after the second Abe administration, the number of cases of ouster due to principal-agent factors in
 particular decreased significantly. Continuity of human networks was also observed in individual 
policy areas.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本において危機対応としての更迭や組織再編に対するまとまった研究が乏しい中にあって，本研究課題は，こ
うした研究の空白を埋めることにより，第1に，政治主導が唱われた90年代以降の諸改革において，政策の失敗
の責めを依然として官僚が負っていた実態があったことや，任命権者との確執による更迭の事例が増加したこと
を明らかにした。第2に，第2次安倍内閣以降の更迭の減少は，人事面での統制が強まり，政権との不整合が見え
にくくなったことや，政策の失敗や腐敗の中心が官邸であったために，帰責がなされにくい構造にあったことも
示唆される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 
様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
社会経済環境の変化が早く激しい現代において，その舵取りを担う政府も難しい対応を余儀

なくされている。とりわけ，先進諸国に共通して見られる，財政の逼迫は，従前のような利益の
配分による解決のみならず，財政出動を伴うような抜本的な制度改革の道も閉ざされつつある
といってよい。こうした状況に応じて，2000 年代後半以降の執政・行政研究の関心も，従来の
ような New Public Management を基盤とした大がかりな行政改革から離れ，政権中枢から個
別行政機関まで，降りかかっている諸問題に対して非難を回避するべく汲々としている実態の
解明とその分析へとその焦点を変えつつある。 
こうした研究潮流は，理論面においては，イギリス行政学で発展した非難回避研究とアメリカ

政治学において 2000 年代以降発展した評判（reputation）研究の接合をはかることでその成果
が公刊されつつある。主に，ヨーロッパ各国の研究者が参画する比較研究の形態をとることが多
いが，そこで分析の素材とされるのは，第 1 に，原因究明と責任追及の場として，諸問題が発
生したときに設置される事後検証機関（public inquiry）であり，第 2 は，具体的な帰責処理の
局面，すなわち，人事面においては閣僚や幹部官僚の更迭であり，組織面においては当該行政機
関の再編廃止である。中でも，更迭研究についてはヨーロッパ諸国を対象とした包括的な比較研
究がなされるなど先端的な研究テーマとなっている。 
かかる点において，前者については，研究代表者である手塚自身，事後検証機関報告書等の質

的分析を進め，日本型事後検証機関の解明に取り組んできた。他方で，後者の更迭と組織再編に
関する帰責処理に関する日本の研究動向を顧みると，行政改革としての組織廃止に関する研究
は散見されるものの，政策の失敗や不祥事対応を契機とした組織再編に対する包括的な研究は
未だ行われていない。また，大臣や幹部職員の更迭についても 90 年代を対象とした萌芽的な研
究除いては，十分になされていない状況にある。 
 
 
２．研究の目的 

 
そこで本研究は，帰責処理において，個人あるいは代表者としての責任を追及する「更迭」と，

組織としての責任をとらせる追及する「組織再編」は機能的にも同時に分析するべき課題である
ととらえ，事後検証機関研究を発展させ，更迭と組織再編のダイナミクスを分析することにより
現代政府の帰責処理を解明し，ひいては，現代における統治の技法の一端を明らかにすることを
目的とする。 
これにより，日本において危機対応としての更迭や組織再編に対するまとまった研究は，ジャ

ーナリズムや政治評論的なものは散見されるものの，政治学・行政学の観点から行ったものはほ
ぼない。こうした研究の空白を埋めることにより，90 年代以降に漸進している政治行政変化の
新しい側面を提示することを目指す。 
 
 
３．研究の方法 
 
以上のような目的を達成するため，本研究では，以下の 3 つの手法を組み合わせて研究を進

めた。 
 

（1）事例の整理 
更迭や組織再編については，「された」事例だけではなく，問題が起きていたにもかかわらず

「されなかった」事例も含めて総体的に把握することが不可欠である。更迭に関しては，社会に
向けた帰責処理の公示という側面を重視し新聞報道をもとに更迭事象を抽出する。組織再編に
関しては中央省庁であれば概ね局レベル以上，さらに特殊法人や独立行政法人，関連団体も含め
て再編事象を整理する。こうした作業により，問題事象と更迭と組織再編を突合できるデータを
構築し，「された」事例と「されなかった」事例の双方を分析する準備を整える。 
 
（2）個別領域の組織・政策研究 
こうして作成されたデータを手がかりに，「された」事例と「されなかった」事例の両方に目

配りをしつつ事例分析を蓄積することを本研究の中核的作業として位置づける。その際，さしあ
たりは国を分析対象と設定し，執政制度や政権の枠組みとの連関を探るため，1）55 年体制期，
2）90 年代の連立政権期，3）小泉政権期，4）2006～2009 年の政権動揺期，5）民主党政権期，
6）2012 年以降の自民党政権期の各時期からバランスをとって事例を選択する。 
 



（3）オーラル・ヒストリー等との接合 
もっとも，更迭の有無は新聞報道で把握できるとしても，なぜ更迭「されたか」「されなかっ

たか」の決定過程は，むしろ内々に検討されることが通例であろう。このため，事例研究におい
ては，これまで研究代表者が関与してきたオーラル・ヒストリープロジェクトで培った知見を活
かし，新聞報道のみならず，業界誌等のインサイダー情報，さらには回顧録やオーラル・ヒスト
リー談話記録なども渉猟して過程の追跡を行う。可能であれば，インタビュー調査も行い，実態
の把握に努める。 
 
 
４．研究成果 
 
（1）全体の傾向 
 不祥事の帰責処理については，社会心理学の知見を援用すると，実際に当該事象に関わった個
人に対する直接的な「個人責任」，所属する企業や行政組織への「組織責任」，さらには組織を代
表する個人に対する「代表責任」に分けることができる。このことを踏まえて，更迭の要因とし
て，当該個人に起因する個人責任に対応した「個人要因」，所属組織や部下の失態に起因する代
表責任に対応した「組織要因」，さらには任命権者との確執に起因する「関係要因」とに分類す
ることが可能である。 
これをもとに，例えば中央府省の幹部官僚（局長級以上）の更迭について，その数や要因を検

討すると，1970 年～1980 年代は年平均 1件に満たないところ，1990 年代より明確に増加し，90
年代には 1.5 件，2000 年代（自公政権期）には 2.35 件，さらに民主党政権期では 3.69 件と増
加した後，第 2 次安倍政権以降（2012 年 12 月～2021 年まで）は 2.1 件に減少した。しかも，
2000 年代から民主党政権においては，その約半数が大臣や政権との確執による関係要因での更
迭であったのに対して，第 2次安倍政権以降では関係要因は，憲法解釈の変更をねらった内閣法
制局長官を更迭した件を除いては明確には見られないという変化が確認できる。 
 

（2）個別事例としての危機対応 
 個別の事例は多岐にわたるので，ここでは，政権の危機という点で，当初の研究計画を修正す
るかたちで分析を行った新型コロナウイルス対応について紹介することとしたい。 
まず新型コロナウイルス対応を検討する上で，本研究課題との関係で重要となるのが，その前

に問題化し，しかも批判が多かった 2009 年の新型インフルエンザ対応との関係である。この点
を踏まえて，2009 年対応と，その前後から整備されつつあった一連のパンデミック対応構想に
ついて分析を行ったところ，第 1 に，2009 年対応では，批判が強まる中で，更迭というかたち
ではないものの，大臣直轄の異なる組織を作り政策転換を模索した。第 2 に，その裏返しとし
て，沈静化以降は政権交代もあって，政権の強い関心を呼ばない中で，帰責処理よりは，厚労省
と専門家内部で一定の政策的な検証がなされた。それゆえ結果的に，人的にも組織的にも実は大
きな断絶はなく，従来から関わりのあった人々が中心になってまとめた提言を踏まえて，新型イ
ンフルエンザ等特措法の組織体制がパンデミックに対応する仕組みとして整備された。 
このような経緯により，第 3として，今般の新型コロナ対応では，当初，専門家や担当行政官

の人的構成に強い継続性があることが特徴として指摘される。他方で第 4に，実際の対応する組
織体制は，整備された仕組みとはかなり異なっており，そしてそれがとりわけ専門家組織のあり
方として問題を顕在化させたことを確認した。第 5として，菅政権下では，人的資源の継続性を
保持しつつ，組織体制を変えることが政権としての対応の基本線となったようにも考えられる。 
コロナ対応の事例でもわかるように，人的変化と組織変化との関係を一体的にとられること

で，政権維持と組織存続について知見をさらに深めることができると考えられる。 
 
（3）政権中枢の再検討 
内閣や省庁レベルにおける更迭や組織再編との関係からも，行政改革に中核的に関与したア

クターのオーラル・ヒストリーを読み直す作業を行った。これについては，オーラル・ヒストリ
ーという観点が中心ではあるが，既に報告書ベースで公表されている，田中一昭氏・黒野匡彦氏・
片桐幸雄氏の 3 つのオーラル・ヒストリーを比較検討し，国鉄民営化と道路公団民営化を事例
に，内閣レベルの行政改革について検討した。 
国鉄改革が行われた 1980 年代では，未だ省庁間調整の構造が強固にある中で，事務局は各省

協議に腐心し，会議の外にある政治勢力と対峙していた。これに対して，道路公団改革では，メ
ディアにいかに訴求するかも含めて，会議体内部での対立と多数派形成が問題であったと整理
できる。 
他方で，両者の共通点としては，それぞれの領域における人的ネットーワークが 1980 年代か

ら 2000 年代にかけて通底していることと，改革過程にはアジェンダを仕込む「前」の過程と先
送り案件を処理する「後」の過程があることを確認した。 
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